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１．１5年９月中間期の連結業績（平成１5年４月１日～平成１5年９月３０日）
（１）連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

百万円 ％ 円 銭 円 銭

( ）

( ）

（注） 1 持分法投資損益 １５年９月中間期    － 百万円 １４年９月中間期 － 百万円 １５月３月期 百万円
2 期中平均株式数（連結） １５年９月中間期 11,980,857株 １４年９月中間期 11,933,984株 １５月３月期 11,941,047株
3 会計処理の方法の変更 無
4 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）連結財政状態

％ 円 銭

（注） 期末発行済株式数（連結） １５年９月中間期 11,997,684株 １４年９月中間期 11.952,444株 １５月３月期 11,946,044株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 ３社 持分法適用非連結子会社数 ― 社 持分法適用関連会社数 ― 社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規） ― 社 （除外） ― 社 持分法（新規） ― 社 （除外） ― 社

２．１６年３月期の連結業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）

百万円

（参考） 1株当たり予想当期純利益 （通期） 円 銭

（注）上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後の様々な
　　　 要因によって予想値と異なる結果となる可能性があります。
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1．

ビジネスネットワーク
テ レ コ ム （ 株 ）
（連結子会社）

電子応用機器等
（インターネット関連事業）

製

品

製

品

海 外 得 意 先 国 内 得 意 先

部

材
情

報

処

理

契

約

テクノ佐賀(株)
（ 製 造 ・ 販 売 ）
（ 連 結 子 会 社 ）

テクノエイトフィリピン
コ ー ポ レ ー シ ョ ン
（ 製 造 ・ 販 売 ）
（ 連 結 子 会 社 ）

電子応用機器等 不動産賃貸等

プ レ ス 部 品 等

設

備

・

部

品

設

備

製

品

製

品

佐賀㈱に販売しております。

以上の企業集団についての事業系統図は、次のとおりであります。

テ ク ノ エ イ ト ( 株 ) （ 製 造 ・ 販 売 ）

プ レ ス 部 品 等 電子応用機器等

製造・販売及び不動産賃貸業を行っており、ビジネスネットワークテレコム㈱はインターネット

関連事業を行っております。
なお、当社は、プレス部品（主に自動車関連）を製造し、トヨタ自動車㈱をはじめとする

得意先に販売しており、また、電子応用機器等については主にその部材をテクノ

企 業 集 団 の 状 況

当社企業グループは、当社及び子会社３社（テクノエイトフィリピンコーポレー
ション・テクノ佐賀㈱・ビジネスネットワークテレコム㈱）により構成され、海外子会社は、プレス
部品（自動車関連）を製造・販売し、国内子会社のテクノ佐賀㈱は、電子応用機器等の
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２．経 営 方 針 

１．経営の基本方針 

当社グループは、優れたもの造りの技術と価値ある商品の提供を通じて社会に貢献することを企業経営の基本と

考え、「Think Big！」をモットーに、時代に先駆けた“提案型企業”をめざし、「挑戦･打開」の心を持って前進すると

いう企業理念によって経営活動を続けております。 

また、地球環境の保全、安全性への社会的ニーズの高まり、グローバル化に伴う競争の激化等、当社グループを

取り巻く環境に対応するため、当社グループは次の３つを基本に経営に取り組んでおります。 

①地球に優しい企業へ 

環境問題への対応を考慮した自動車部品等の開発提案や ISO14001 への取組み等を基本的な重要課題とし

て位置づけています。 

②人に優しい企業をめざして 

企業の成長の鍵は人であると考え、人材の育成を重要課題と位置づけ、人と会社が共に成長する企業をめざし

ています。 

③グローバル化をめざして 

国内だけに止まらず、お客さまのグローバリゼーションへの対応と良い商品を世界中のお客さまに提供するとい

う挑戦を続けています。 

 

２．利益配分に関する基本方針 

利益配分につきましては、長期安定的な配当の維持・継続を基本に、業績の状況や経営環境等を総合的に勘案

して、株主の皆様のご期待にお応えしていきたいと考えております。 

また、内部留保につきましては、将来にわたる株主の皆様への利益を確保するため、今後の事業展開のための投

資および財務体質の強化に活用してまいりたいと考えております。 

 

３．会社の対処すべき課題 

国内外でのグローバルな競争の激化と一層厳しさを増す経営環境に対応するための強固な経営体質の確立をめ

ざし、今年度は特に次の 4 項目を経営の基本方針として定め、事業活動を推進しております。 

①品質、コストでお客様に満足していただける商品づくり 

②徹底したムダの排除による効率的な企業運営 

③チャレンジ精神溢れる生き生きした企業風土の形成 

④既存の技術に磨きをかけるとともに新技術への積極的な取組み 

これらの基本方針に基づき、年度社長方針、部門方針としてさらに具体的に重点取組み項目毎に目標を設定し、

活動を推進しております。 

 

４．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方および施策の実施状況 

経営の透明性を高め、コーポレートガバナンスを有効に機能させるため、当社は、経営環境の変化に迅速かつ柔

軟に対応できる組織体制の構築を重要課題として認識しております。 

毎月開催の定例取締役会において、社外取締役(１名)を含む取締役ならびに監査役が出席し、重要事項の決定

ならびに業務の執行状況を監督しております。 

また、平成 14 年６月の定時株主総会以降、取締役のスリム化ならびに経営意思決定・オペレーションの迅速化を

はかるため、執行役員制度を導入しております。 

定例取締役会の他、取締役間の意思疎通の緊密化のため、常勤取締役・監査役の出席する常勤役員会を毎週

開催するとともに、執行役員会を毎月２回開催し、経営執行面の問題点の早期発見・対策の迅速化等、経営環境

の変化に迅速かつ柔軟に対応できる体制としております。 

当社は監査役制度を採用しており、平成 15 年６月の定時株主総会において社外監査役を１名増員し、社外監査

役３名を含む４名で監査役会を構成しております。 

監査役は、取締役会に出席するほか工場視察等のモニタリングも行っており、また、常勤監査役については、執

行役員会等、主要な会議には全て出席し、取締役等の職務執行を監視できる体制となっております。  

公認会計士監査は監査法人トーマツに依頼しており、期末だけでなく期中にも適宜監査が実施されております。 

今後、さらに内部統制システム等の整備、充実に努め、また本年からは四半期業績の概況も開示いたしておりま

すが、経営の透明性を一層高め、株主および投資家の皆様へのアカウンタビリティの確保、向上に努めたいと考え

ております。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

１．経営成績 

①当中間期の概況 

当中間期のわが国経済は、企業収益や設備投資の緩やかな回復、後半には株式市場が好転するなど、明るい兆

しも見え始めてまいりましたが、後半での円高進行、雇用情勢など、懸念材料もあり、依然として楽観できない状況

で推移いたしました。 

当社グループの主要得意先である自動車業界も、国内販売は普通トラックが排出ガス規制の代替需要で底堅く

推移したものの、乗用車の販売が低迷して前年同期を下回り、輸出も欧州向けは増加しましたが、北米、中近東向

けが減少したことなどから前年同期を下回り、国内自動車生産台数も前年同期を下回りました。 

このような環境の中で、当社グループの当中間期連結売上高は、拡販努力等により、自動車部品関連事業、電子

応用機器等事業が共に前年同期を上回ったことにより、前年同期比 1.6％増の 9,354 百万円となりました。 

この結果、利益につきましては生産改善活動による生産性向上等の効果もあり、営業利益では前年同期比 9.9％

増の 1,033 百万円となり、経常利益では前年同期比 2.2％増の 937 百万円となりました。 

中間純利益は固定資産の除却促進等により、11.3％減の 475 百万円となりました。 

 

②当中間期の利益配分 

当中間期の配当金につきましては、安定的な配当を継続する基本方針により、１株当たり 5 円の普通配当を実施

することといたしました。 

 

③通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、国内経済は依然デフレ傾向から脱却できず、さらに急速な円高等の懸念材料もあ

り、景気の不透明感は拭いきれない状況が続くものと思われます。 

主要得意先の自動車業界におきましては、グローバル化の一層の進展に伴い、ますますの競争激化が予想され

ます。 

電子応用機器等関連業界でも、新商品の開発競争激化が予測され、従来にも増して受注見通しの把握が困難な

状況が予想されます。 

このような厳しい経営環境下において、当社グループとしましては、従来にも増して課題対応のスピードを上げ、一

層の企業体質強化に努めてまいる所存であります。 

通期の連結業績見通しにつきましては、自動車部品関連事業では、拡販努力等で下期売上増を見込んでおりま

すが、電子応用機器等事業で下期大幅な受注減が見込まれるため、通期売上高は１７３億円、経常利益は１３億円、

当期純利益は６億円を見込んでおります。 

 

２．財政状態 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下資金という）は 1,090 百万円となり、前期末比 844 百

万円の増加となりました。 

各キャッシュ・フローの状況と主な要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ･フロー） 

営業活動により取得した資金は、2,403 百万円（前年同期比 839 百万円増）となりました。 

これは主に税金等調整前中間純利益が 795 百万円、減価償却費が 664 百万円となったこと等によるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、878 百万円（前年同期比 686 百万円減）となりました。 

これは主に金型、機械装置等の有形固定資産取得のための支出 897 百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、680 百万円（前年同期比 542 百万円増）となりました。 

これは主に長期借入金の返済による支出 1,759 百万円と社債（私募債）発行により 1,309 百万円を調達したこと

によるものであります。 
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４．【中間連結財務諸表等】
　　①【中間連結貸借対照表】

構成比 構成比 構成比

（％） （％） （％）

（資産の部）

流動資産

　　現金及び預金 219,391 1,090,097 245,778

　　受取手形及び売掛金 4,974,277 4,896,863 5,549,783

　　たな卸資産 683,011 888,547 766,813

　　繰延税金資産 200,293 182,403 118,729

　　その他 650,133 294,081 528,090

　　貸倒引当金 △9,738 △603 △1,323

　　　流動資産合計 6,717,369 35.9 7,351,391 38.0 7,207,870 37.9

固定資産

　有形固定資産

　　建物及び構築物 2,362,413 2,316,975 2,343,827

　　機械装置及び運搬具 1,903,835 1,878,234 1,887,932

　　工具器具備品 1,723,679 1,798,385 1,691,830

　　土地 3,311,722 3,311,722 3,311,722

　　建設仮勘定 138,386 9,440,037 50.4 118,126 9,423,444 48.7 91,418 9,326,730 49.1

　無形固定資産 53,474 53,474 0.3 69,051 69,051 0.4 45,055 45,055 0.2

　投資その他の資産

　　投資有価証券 948,726 1,410,478 1,242,242

　　繰延税金資産 614,513 390,060 446,877

　　その他 986,323 824,403 775,205

　　貸倒引当金 △37,460 2,512,103 13.4 △140,633 2,484,310 12.9 △43,859 2,420,466 12.8

　　　固定資産合計 12,005,615 64.1 11,976,806 62.0 11,792,252 62.1

　　　資産合計 18,722,984 100.0 19,328,197 100.0 19,000,123 100.0

（負債の部）

流動負債

　　支払手形及び買掛金 2,080,119 2,713,860 2,385,281

　　短期借入金 1,680,000 1,280,527 1,440,000

　　１年内返済予定長期借入金 515,600 220,900 423,632

　　１年内償還社債 － 138,000 －

　　未払法人税等 322,696 384,274 296,005

　　設備関係支払手形 318,330 200,097 306,745

　　賞与引当金 283,131 283,077 250,912

　　その他 738,966 639,565 574,714

　　　流動負債合計 5,938,844 31.7 5,860,301 30.3 5,677,292 29.9

固定負債

　　長期借入金 2,963,366 1,376,199 2,926,300

　　社債 － 1,242,000 －

　　退職給付引当金 1,060,962 991,978 1,014,711

　　役員退職慰労引当金 105,219 93,459 105,219

　　その他 471,190 467,452 450,590

　　　固定負債合計 4,600,738 24.6 4,171,090 21.6 4,496,822 23.7

　　　負債合計 10,539,583 56.3 10,031,391 51.9 10,174,114 53.6

（少数株主持分）

少数株主持分 18,709 0.1 21,330 0.1 22,031 0.1

（資本の部）

資本金 3,401,005 18.2 3,407,736 17.6 3,401,005 17.9

資本剰余金 3,384,690 18.1 3,391,368 17.6 3,384,690 17.8

利益剰余金 1,635,166 8.7 2,470,391 12.8 2,120,813 11.1

その他有価証券評価差額金 73,774 0.4 374,119 1.9 264,310 1.4

為替換算調整勘定 △327,489 △1.8 △363,438 △1.9 △362,720 △1.9

自己株式 △2,455 △0.0 △4,700 △0.0 △4,121 △0.0

　　　資本合計 8,164,691 43.6 9,275,476 48.0 8,803,977 46.3

　　　負債、少数株主持分及び資本合計 18,722,984 100.0 19,328,197 100.0 19,000,123 100.0

前中間連結会計期間末

（平成14年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成15年９月30日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成15年３月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）
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②【中間連結損益計算書】

百分比 百分比 百分比

（％） （％） （％）

売上高 9,205,293 100.0 9,354,296 100.0 18,635,435 100.0

売上原価 7,502,357 81.5 7,577,303 81.0 14,962,879 80.3

　　売上総利益 1,702,935 18.5 1,776,993 19.0 3,672,555 19.7

販売費及び一般管理費 762,232 762,232 8.3 743,379 743,379 8.0 1,605,434 1,605,434 8.6

　　営業利益 940,703 10.2 1,033,613 11.1 2,067,120 11.1

営業外収益

　　　受取利息及び受取配当金 14,465 16,097 27,839

　　　その他営業外収益 9,550 24,015 0.3 10,666 26,764 0.3 25,712 53,552 0.3

営業外費用

　　　支払利息 38,169 30,869 71,605

　　　社債発行費 － 70,242 －

　　　その他営業外費用 8,719 46,889 0.5 21,374 122,486 1.3 49,795 121,401 0.7

　　経常利益 917,829 10.0 937,891 10.0 1,999,271 10.7

特別利益

　　　退職給付会計基準変更時差異処理額 5,181 5,181 10,363

　　　その他特別利益 884 6,066 0.0 8,914 14,096 0.2 8,816 19,180 0.1

特別損失

　　　固定資産除却損 60,967 148,585

　　　その他特別損失 82,182 83,246 0.9 95,729 156,697 1.7 108,242 256,828 1.4

税金等調整前中間（当期）純利益 840,649 9.1 795,290 8.5 1,761,622 9.4

法人税、住民税及び事業税 230,066 402,207 479,465

法人税等調整額 71,443 301,510 3.3 △81,415 320,791 3.4 194,286 673,752 3.6

少数株主利益 3,557 0.0 △701 △0.0 6,879 0.0

中間（当期）純利益 535,582 5.8 475,200 5.1 1,080,991 5.8

前中間連結会計期間

（自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成15年４月１日

至　平成15年９月30日）

前連結会計年度の

要約連結損益計算書

（自　平成14年４月１日

至　平成15年３月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）
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③【中間連結剰余金計算書】

（資本剰余金の部）

資本剰余金期首残高 3,384,690

資本準備金期首残高 3,376,878 3,376,878 － 3,376,878 3,376,878

資本剰余金増加高

　ストックオプションの権利行使による増加 7,812 7,812 6,678 6,678 7,812 7,812

資本剰余金中間期末（期末）残高 3,384,690 3,391,368 3,384,690

（利益剰余金の部）

利益剰余金期首残高

連結剰余金期首残高 1,199,056 1,199,056 2,120,813 2,120,813 1,199,056 1,199,056

利益剰余金増加高

　中間（当期）純利益 535,582 535,582 475,200 475,200 1,080,991 1,080,991

利益剰余金減少高

　配当金 59,472 83,622 119,234

　役員賞与 40,000 99,472 42,000 125,622 40,000 159,234

利益剰余金中間期末（期末）残高 1,635,166 2,470,391 2,120,813

前中間連結会計期間

（自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成15年４月１日
至　平成15年９月30日）

前連結会計年度の
連結剰余金計算書
（自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日）

区分 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度の要約

連結キャッシュ・フロー計算書
(自 平成14年４月１日 (自 平成15年４月１日 (自 平成14年４月１日
至 平成14年９月30日) 至 平成15年９月30日) 至 平成15年３月31日)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　　税金等調整前中間（当期）純利益 840,649 795,290 1,761,622

　　減価償却費 703,865 664,755 1,543,144

　　貸倒引当金の増減額（減少：△） △506 96,053 △2,522

　　賞与引当金の増減額（減少：△） 31,039 32,164 △1,179

　　退職給付引当金の増減額（減少：△） △30,408 △22,733 △76,659

　　役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） △310,787 △11,760 △310,787

　　受取利息及び受取配当金 △14,465 △16,097 △27,839

　　支払利息 38,169 30,869 71,605

　　社債発行費 － 70,242 －

　　前期損益修正益 － △6,713 －

　　有形固定資産売却益 △377 △110 △4,126

　　有形固定資産売除却損 1,064 62,334 148,665

　　会員権評価損 2,050 － 4,850

　　売上債権の増減額（増加：△） 1,190,001 651,829 607,267

　　たな卸資産の増減額（増加：△） 153,376 △121,827 68,645

　　仕入債務の増減額（減少：△） △365,616 329,122 △57,822

　　未払金の増減額（減少：△） 39,046 △25,737

　　その他の流動資産の増減額（増加：△） △84,797  △5,366 △45,323

　　その他の流動負債の増減額（減少：△） 77,679 8,691 △70,987

　　役員賞与の支払額 △40,000 △42,000 △40,000

　　その他 △58,021 10,359 29,055

　　　小計 2,161,621 2,564,150 3,571,870

　　利息及び配当金の受取額 14,470 19,110 25,520

　　利息の支払額 △38,518 △27,087 △71,424

　　法人税等の支払額 △573,483 △152,264 △964,368

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,564,090 2,403,909 2,561,598

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　有形固定資産の取得による支出 △937,766 △897,219 △1,895,353

　　有形固定資産の売却による収入 1,089 19,603 22,998

　　無形固定資産の取得による支出 △5,936 △29,502 △3,380

　　投資有価証券の売却による収入 － 19,290 10,022

　　出資金の払込による支出 △4,300 － △4,300

　　保険積立金の積立額 △21,450 △15,851 △41,977

　　保険積立金の払戻しによる収入 － 17,940 103,429

　　貸付による支出 △600,000 － △602,000

　　貸付金の回収による収入 1,213 1,032 302,111

　　その他 1,379 5,761 14,668

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,565,771 △878,946 △2,093,782

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　短期借入金の純増加額 181,415 △159,472 △62,685

　　長期借入金による収入 100,000 － 100,000

　　長期借入金の返済による支出 △373,800 △1,759,700 △509,700

　　社債発行による収入 － 1,309,758 －

　　ストックオプション権利行使に伴う収入 15,686 13,409 15,686

　　自己株式の取得による支出 △1,336 △579 △3,002

　　配当金の支払額 △59,472 △83,622 △119,234

 財務活動によるキャッシュ・フロー △137,507 △680,206 △578,935

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,805 △437 △4,488

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △141,994 844,319 △115,608

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 361,386 245,778 361,386

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 219,391 1,090,097 245,778

金額（千円） 金額（千円）区分 金額（千円）
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５．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自　平成14年４月１日 （自　平成15年４月１日 （自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日） 至　平成15年９月30日） 至　平成15年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社はテクノエイトフィリピン
コーポレーション、テクノ佐賀株式会
社及びビジネスネットワークテレコム
株式会社の３社であり、非連結子会
社はありません。

同左 同左

連結子会社のテクノエイトフィリピン
コーポレーション、テクノ佐賀株式会
社及びビジネスネットワークテレコム
株式会社の中間決算日は６月30日で
あります。

連結子会社のテクノエイトフィリピン
コーポレーション、テクノ佐賀株式会
社及びビジネスネットワークテレコム
株式会社の決算日は12月31日であり
ます。

中間連結財務諸表の作成に当たっ
ては同中間決算日現在の財務諸表
を使用しておりますが、中間連結決
算日との間に生じた重要な取引につ
いては必要な調整を行っておりま
す。

連結財務諸表の作成に当たっては
同決算日現在の財務諸表を使用して
おりますが、連結決算日との間に生じ
た重要な取引については必要な調整
を行っております。

３．会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価
方法

(1）重要な資産の評価基準及び評価
方法

(1）重要な資産の評価基準及び評価
方法

有価証券 有価証券 有価証券

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づ
く時価法（評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原価は
主として移動平均法により算定）

同左 期末日の市場価格等に基づく時
価法（評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原価は主と
して移動平均法により算定）

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの

移動平均法による原価法 同左 同左

デリバティブ デリバティブ デリバティブ

時価法 同左 同左

たな卸資産 たな卸資産 たな卸資産

製品・商品及び仕掛品 製品・商品及び仕掛品 製品・商品及び仕掛品

……総平均法による原価
法

同左 同左

原材料 原材料 原材料

……移動平均法による原
価法

同左 同左

貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品

……最終仕入原価法によ
る原価法

同左 同左

(2）重要な減価償却資産の減価償却
の方法

(2）重要な減価償却資産の減価償却
の方法

(2）重要な減価償却資産の減価償却
の方法

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産

定率法 同左 同左

ただし、平成10年４月１日以降に
取得した建物（建物付属設備は
除く）については、定額法

また、海外連結子会社は定額法

なお、主な耐用年数は次のとおり
であります。

建物及び構築物 ７年～50年

機械装置及び運搬具

　　　　　　　          ４年～12年

工具器具備品　   ２年～15年

無形固定資産 無形固定資産 無形固定資産

定額法

なお、主な償却年数は次のとおり
であります。

同左 同左

自社利用のソフトウェア

…………社内における利用可能
期間（５年）

同左 同左

項目

２．連結子会社の中間決算日（決算日）
等に関する事項

同左
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自　平成14年４月１日 （自　平成15年４月１日 （自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日） 至　平成15年９月30日） 至　平成15年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え
るため一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

同左 同左

賞与引当金 賞与引当金 賞与引当金

従業員賞与の支給に充てるた
め、当中間連結会計期間に負担
すべき支給見込額を計上しており
ます。

同左 従業員賞与の支給に充てるため、
当連結会計年度に負担すべき支
給見込額を計上しております。

退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた
め、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間連結会計
期間末において発生していると認
められる額を計上しております。

同左 従業員の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、計上しております。

なお、会計基準変更時差異
（51,819千円）は、５年による按分
額を特別利益に計上しておりま
す。

なお、会計基準変更時差異
（51,819千円）は、５年による按分
額を特別利益に計上しておりま
す。

数理計算上の差異は、各連結会
計年度の発生時の従業員の平均
残存勤務期間内の一定の年数
（10年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理しておりま
す。

数理計算上の差異は、各連結会
計年度の発生時の従業員の平均
残存勤務期間内の一定の年数
（10年）による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理しておりま
す。

役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備え
るため、内規に基づく、支給打切
日現在（平成14年６月27日）の支
給見込額を計上しております。

役員の退職慰労金の支給に備え
るため、内規に基づく、支給打切
日現在（平成14年６月27日）の支
給見込額を計上しております。

役員の退職慰労金の支給に備え
るため、内規に基づく、支給打切
日現在（平成14年６月27日）の支
給見込額を計上しております。

なお、平成14年６月27日を支給
打切日として、支給打切日以降の
役員退職慰労金制度は廃止して
おります。

（追加情報） （追加情報）

平成14年５月30日開催の取締役
会において、役員退職慰労金に
関する内規を変更し、平成14年６
月27日を支給打切日として、支給
打切日以降の役員退職慰労金制
度は廃止することとしました。

平成14年５月30日開催の取締役
会において、役員退職慰労金に
関する内規を変更し、平成14年６
月27日を支給打切日として、支給
打切日以降の役員退職慰労金制
度は廃止することとしました。

(4）重要な外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算の基準

(4）重要な外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算の基準

(4）重要な外貨建の資産及び負債の
本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算
日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理してお
ります。なお、在外子会社の資産、及
び負債、収益及び費用は、中間決算
日の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は資本の部における為
替換算調整勘定に含めております。

同左 外貨建金銭債権債務は、決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しておりま
す。なお、在外子会社等の資産、及
び負債、収益及び費用は、決算日の
直物為替相場により円貨に換算し、
換算差額は資本の部における為替換
算調整勘定に含めて計上しておりま
す。

項目

9



前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自　平成14年４月１日 （自　平成15年４月１日 （自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日） 至　平成15年９月30日） 至　平成15年３月31日）

(5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法 (5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処
理によっております。

同左 同左

(6）その他中間連結財務諸表作成の
ための重要な事項

(6）その他中間連結財務諸表作成の
ための重要な事項

(6）その他連結財務諸表作成のため
の重要な事項

①　消費税等の会計処理 ①　消費税等の会計処理 ①　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式
によっております。なお、仮払消費税
及び仮受消費税は相殺のうえ流動負
債の「その他」に含めて表示しており
ます。

同左 消費税等の会計処理は、税抜方式
によっております。

―――――――― ②社債発行費の処理方法 ――――――――
社債発行費は社債発行時に

費用処理しております。

―――――――― ―――――――― ③　 自己株式及び法定準備金の取
崩等に関する会計基準

　「自己株式及び法定準備金の取崩
等に関する会計基準」(企業会計基
準第1号）が平成14年4月1日以後に
適用されることになったことに伴い、
当連結会計年度から同会計基準を
適用しております。これによる当連結
会計年度の損益に与える影響は軽
微であります。なお、連結財務諸表
規則の改正により、当連結会計年度
における連結貸借対照表の資本の
部及び連結剰余金計算書について
は、改正後の連結財務諸表規則によ
り作成しております。

―――――――― ―――――――― ④　１株当たり当期純利益に関する会
計基準等

　「1株当たり当期純利益に関する会
計基準」（企業会計基準第2号）及び
「1株当たり当期純利益に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第4号）が平成14年4月1日以
後開始する連結会計年度に係る連
結財務諸表から適用されることになっ
たことに伴い、当連結会計年度から
同会計基準及び適用指針を適用し
ております。
　なお、これらによる影響について
は、「1株当たり情報に関する注記」に
記載しております。

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書
（連結キャッシュ・フロー計算書）におけ
る資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ、
価値の変動について僅少なリスクし
か負わない取得日から３ヶ月以内に
満期日の到来する短期投資からなっ
ております。

同左 同左

追加情報
（自己株式及び法定準備金取崩等
会計）

――――――――

　当中間連結会計期間から「自己株
式及び法定準備金の取崩等に関す
る会計基準」（企業会計基準第１号）
を適用しております。

　なお、中間連結財務諸表規則の改
正により、当中間連結会計期間にお
ける中間連結貸借対照表の資本の
部及び中間連結剰余金計算書につ
いては、改正後の中間連結財務諸表
規則により作成しております。

項目

――――――――
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

 建物及び構築物 2,093,544千円  建物及び構築物 1,999,477千円  建物及び構築物 2,026,955千円
 機械装置 1,665,505千円  機械装置 1,433,774千円  機械装置 1,517,965千円

 土地 3,283,442千円  土地 3,283,442千円  土地 3,283,442千円

 投資有価証券 111,600千円  投資有価証券 75,510千円  投資有価証券 54,900千円

 計 7,154,092千円  計 6,792,204千円  計 6,883,262千円

 建物及び構築物 (910,630千円)  建物及び構築物 (862,716千円)  建物及び構築物 ( 883,928千円)
 機械装置 (1,665,505千円)  機械装置 (1,433,774千円)  機械装置 (1,517,965千円)

 土地 (899,442千円)  土地 (899,442千円)  土地 (899,442千円)

 計 (3,475,577千円)  計 (3,195,933千円)  計 (3,301,335千円)

 短期借入金  短期借入金  短期借入金

836,600千円 (836,600千円) 385,510千円 (310,000千円) 582,900千円 (582,900千円)

380,400千円 (300,400千円) 168,200千円 (168,200千円) 306,200千円 (226,200千円)

 長期借入金  長期借入金  長期借入金

2,877,066千円 (719,450千円) 1,342,599千円 (551,250千円) 2,746,100千円 (635,350千円)

471,190千円 (－) 457,457千円 (－) 450,590千円 (－)

計4,565,257千円 (1,856,450千円) 計2,353,767千円 (1,029,450千円) 計 4,085,791千円 (1,444,450千円)

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

(千円) (千円) (千円)

現金及び預金勘定 219,391 現金及び預金勘定 1,090,097 現金及び預金勘定 245,778

現金及び現金同等物 219,391 現金及び現金同等物 1,090,097 現金及び現金同等物 245,778

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との
関係

（平成15年３月31日現在）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中
間連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係

（平成14年９月30日現在）

現金及び現金同等物の中間期末残高と中
間連結貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係

（平成15年９月30日現在）

上記のうち（　）内書は工場財団組成資産、
並びに当該債務を示しております。

上記のうち（　）内書は工場財団組成資産、
並びに当該債務を示しております。

上記のうち（　）内書は工場財団組成資産、
並びに当該債務を示しております。

担保付債務 担保付債務 担保付債務

１．有形固定資産の減価償却累計額

２．担保に供している資産 ２．担保に供している資産 ２．担保に供している資産

    17,963,574千円     17,187,209千円     16,977,040千円

 １年内返済予定長期借入金

 その他（固定負債）

前中間連結会計期間末

（平成14年９月30日）

当中間連結会計期間末

（平成15年９月30日）

前連結会計年度

（平成15年３月31日）

１．有形固定資産の減価償却累計額 １．有形固定資産の減価償却累計額

 １年内返済予定長期借入金

 その他（固定負債）

 １年内返済予定長期借入金

 その他（固定負債）
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（リース取引関係）

(千円) (千円) (千円)

取得価額相当
額

減価償却累
計額相当額

中間期末残
高相当額 取得価額相当額

減価償却累
計額相当額

中間期末残
高相当額

取得価額相当
額

減価償却累計
額相当額

期末残高相
当額

機械装置及び
運搬具 690,816 163,412 527,404

機械装置及び
運搬具 1,190,030 244,264 945,765

機械装置及び
運搬具 1,010,030 167,493 842,536

工具器具備品 95,841 81,544 14,296 工具器具備品 14,278 13,564 713 工具器具備品 87,503 85,978 1,524

合計 786,657 244,956 541,700 合計 1,204,308 257,828 946,479 合計 1,097,533 253,471 844,061

１年内 86,270千円 １年内 103,401千円 １年内 90,392千円

１年超 455,429千円 １年超 899,605千円 １年超 784,763千円

合計 541,700千円 合計 1,003,007千円 合計 875,156千円

45,616千円 65,162千円 100,699千円

45,616千円 53,400千円 75,542千円

13,118千円 19,793千円

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の
差を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差
を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっております。

―――――

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

支払リース料

減価償却費相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息
相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利
息相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累
計額相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額
相当額及び中間期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額及び期末残高相当額

前連結会計年度

（自　平成14年４月１日

支払リース料

至　平成15年３月31日）

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が10％
以上となったため、算定方法を利子抜き法へ変更し
ております。

(2）未経過リース料期末残高相当額

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め
る割合が10％以上となったため、算定方法を利子抜
き法へ変更しております。

前中間連結会計期間

（自　平成14年４月１日

至　平成14年９月30日）

当中間連結会計期間

（自　平成15年４月１日

至　平成15年９月30日）

支払利息相当額

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末
残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法によっておりま
す。

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が
10％以上となったため、算定方法を利子抜き法へ変更
しております。

（注）未経過リース料中間期末残高相当額は、未経
過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期
末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み
法によっております。

（注）未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過
リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残
高等に占める割合が10％以上となったため、算定方法
を利子抜き法へ変更しております。

減価償却費相当額減価償却費相当額

支払利息相当額

支払リース料
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６．セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自平成14年４月１日　至平成14年９月30日）

項目
プレス部品等
（千円）

電子応用機器
等（千円）

不動産賃貸等
（千円） 計（千円）

消去又は全社
（千円） 連結（千円）

売上高及び営業損益

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 5,671,763 3,433,084 100,446 9,205,293 － 9,205,293

(2）セグメント間の内部売上高 － － － － － －

計 5,671,763 3,433,084 100,446 9,205,293 － 9,205,293

営業費用 5,265,802 2,760,024 45,991 8,071,818 192,771 8,264,590

営業利益 405,960 673,059 54,455 1,133,475 △192,771 940,703

当中間連結会計期間（自平成15年４月１日　至平成15年９月30日）

項目
プレス部品等
（千円）

電子応用機器
等（千円）

不動産賃貸等
（千円） 計（千円）

消去又は全社
（千円） 連結（千円）

売上高及び営業損益

売上高

(1）外部顧客に対する売上高 5,722,485 3,531,364 100,446 9,354,296 － 9,354,296

(2）セグメント間の内部売上高 － 16,170 － 16,170 △16,170 －

計 5,722,485 3,547,534 100,446 9,370,466 － 9,354,296

営業費用 5,325,194 2,766,397 42,120 8,133,711 186,970 8,320,682

営業利益 397,290 781,137 58,326 1,236,754 △203,140 1,033,613

前連結会計年度（自平成14年４月１日　至平成15年３月31日）

項目
プレス部品等
（千円）

電子応用機器
等（千円）

不動産賃貸等
（千円） 計（千円）

消去又は全社
（千円） 連結（千円）

売上高及び営業損益

売上高

(1)外部顧客に対する売上高 12,006,439 6,428,102 200,893 18,635,435 － 18,635,435

(2)セグメント間の内部売上高 － － － － － －

計 12,006,439 6,428,102 200,893 18,635,435 － 18,635,435

営業費用 10,821,433 5,266,503 93,771 16,181,708 386,605 16,568,314

営業利益 1,185,006 1,161,598 107,121 2,453,726 △386,605 2,067,120

（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分

プレス部品等

電子応用機器等

不動産賃貸等

３．消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間期192,771千円、当中間期203,140千円、前期386,605千円であり、

　　その主なものは当社の総務・経理・システム・経営企画部門などの管理部門に係る費用であります。

【所在地別セグメント情報】

当中間連結会計期間（自平成15年４月１日　至平成15年９月30日）

　本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しており

　ます。

【海外売上高】

当中間連結会計期間（自平成15年４月１日　至平成15年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

主要製品

自動車関連部品（車体部品・エンジン部品等）、家電・音響機器関連部品の製造、販売

ゲーム機器、視覚障害者用点字プリンター等の製造、販売、インターネット関連事業等

土地、建物の賃貸
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７．有価証券関係

（前中間連結会計期間）

１．その他有価証券で時価のあるもの （千円）

(1）株式

(2）その他

合計

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表上額 705,110 千円

（当中間連結会計期間）

１．その他有価証券で時価のあるもの （千円）

(1）株式

(2）その他

合計

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表上額 5,110 千円

（前連結会計年度）

１．その他有価証券で時価のあるもの （千円）

(1）株式

(2）その他

合計

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表上額 5,110 千円

（注）　減損処理にあたっては、時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、
30％以上50％未満の銘柄については、時価の回復可能性が認められる銘柄を除き減損の対象としております。

△2,14414,23416,378

800,874 1,237,132 436,258

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

104,789

28,952

133,741

27,153

621,694

－

前連結会計年度（平成15年３月31日）

621,694

783,674

－

783,674

1,405,368

－

1,405,368

243,616

216,463 111,674

△　 1,799

109,874

前中間連結会計期間末（平成14年９月30日）

784,496 1,222,898 438,402

（注）　減損処理にあたっては、時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、
30％以上50％未満の銘柄については、時価の回復可能性が認められる銘柄を除き減損の対象としております。

（注）　減損処理にあたっては、時価の簿価に対する下落率が50％以上の銘柄については全て減損処理を行い、
30％以上50％未満の銘柄については、時価の回復可能性が認められる銘柄を除き減損の対象としております。

当中間連結会計期間末（平成15年９月30日）

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額
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